
審査経験・実績の反映による規制基準の継続的な改善について 

令和元年１０月２３日 

原子力規制庁 

１．背景・概要 

原子力規制委員会は、第１期中期目標1において、安全確保に向けた技術・人材の基

盤の構築に関し次のとおり定めている。 

〇最新の科学的・技術的知見に基づく規制基準の継続的改善 

安全研究の実施や国内外の情報の収集・分析等により得られた最新の科学

的・技術的知見、ＩＡＥＡ等の基準の見直しに係る動向、新規制基準に係る適合性

審査の実績等を踏まえて規制基準を継続的に改善する。 

原子力規制庁は、最新知見を規制に反映するためのプロセスを定め2、これに基づき、

国内外の最新知見や安全情報の収集・分析、スクリーニング等を継続的に実施してきた。

そして、これらの活動を通じて安全上重要な知見・情報が得られた際には、その重要性

や緊急性を踏まえて、随時、規制基準に反映する等の取組を的確に進めてきた。その結

果、規制基準はその策定後においても継続的に充実・強化が図られており、今後も同様

にこれらの取組を進めていく必要がある。 

一方、同プロセスでは、こうした随時見直しの対象とならなかった事項についても概ね

５年ごとに定期的な整理等を行う旨を定めている。今般、第１期中期目標期間（2015年4

月1日から５年間）の満了を迎えるにあたり、規制基準の継続的な改善に関する取組を一

層充実させる観点から、従来の取組に加えて、以下の取組を進めることとしたい。 

２．定期的な見直しの取組方針（案） 

従来の取組において重要性や緊急性の観点から随時見直しの対象とならなかった審

査経験や実績を規制基準に的確に反映し、規制基準の更なる具体化・明確化を図る。 

具体的には、これまでの適合性審査等により得られた経験や実績が豊富な実用炉に

ついて、既に原子力規制委員会が許認可等の処分をしたものに係る審査経験・実績をも

とに、分かりやすさの観点から、現行の規制基準が規定する要求内容の更なる具体化・

表現の改善等を行う。 

今後、被規制者から公開の場で基準の明確化が望ましいものについての意見・提案を

聴取しつつ、半年程度をかけて検討課題を整理・リスト化し、来年（令和２年）上半期中を

目途に、原子力規制委員会の了承を得て中長期的な取組計画を策定する。同計画に基

づく取組状況等は適時に技術情報検討会3に報告し、公開性を確保する。 

1 「原子力規制委員会第１期中期目標（平成２７年２月制定、平成２９年３月改定）」 
2 平成２８年第４５回原子力規制委員会 資料３ 
3 技術情報検討会（第３２回（平成３０年６月２０日）以降は公開会合）

資料４ 

1

https://www.nsr.go.jp/data/000183351.pdf
https://www.nsr.go.jp/data/000170859.pdf
https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/yuushikisya/gijyutu_jyouhou/index.html


３．今後の予定 

被規制者から意見・提案を聴取するための公開の場の設定等について、本年内を目

途に改めて原子力規制委員会にお諮りする。 

なお、従来行っている随時見直しの取組は、上記２．の取組にかかわらず、これまでど

おり進める。 

［参考］ 

参考１ 規制基準の継続的な改善に関する取組 

参考２ 最新知見を規制に反映するためのプロセス（平成２８年第４５回原子力規制委員

会資料３から抜粋） 
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規制基準の継続的な改善に関する取組

事故・
トラブル
情報

安全研究・
学術情報

諸外国の
規制動向

調査・研究、情報収集 スクリーニング（分析・評価）

１次・
２次ＷＧ

事故・
トラブル
情報 等

ＧＩＴＦ

安全研究
成果 等

技術情報
検討会

随
時
の
見
直
し

安全上重要な
知見・情報

参考１

検討課題
の整理・
リスト化

～令和２年６月頃

公開の場
の設定等

～令和２年３月末頃

事業者意見
の聴取等

～令和元年中目途

中長期的な
取組計画
の策定

取り組む時期・
順序等を整理

計画に基づき、
基準の明確化
等に取り組む

＋

※技術情報検討会を活用

審査経験・実績の反映

3



1 

別添 

最新知見を規制に反映するためのプロセスについて 

最新の科学的・技術的知見（以下「最新知見」という。）の規制への反映に関し、収集・

整理する情報の範囲とその体制、及び最新知見を規制基準等の規制に反映するためのプ

ロセスは以下のとおり。 

１． 規制への反映に関する手順（別紙フロー図参照） 

最新知見の規制への反映については、安全性に係る当該最新知見の重要性及びそこか

ら導かれる緊急性を勘案の上、必要に応じ随時に実施することを基本とする。規制への

反映に関する手順については、基本的に、情報の収集・整理、スクリーニング及び規制

への反映の三段階からなる。 

ただし、得られた最新知見の安全上の重要性及び緊急性に応じて、必要な場合には、

以下の手順によらず、関係部署が連携して対応し、技術情報検討会等での検討を経て、

原子力規制委員会で審議することもある。 

(1) 情報の収集・整理 

収集・整理する情報と担当部署は次のとおりとする。 

情報元 情報の内容 
情報の収集・整理の担

当部署※ 

(A)トラブル情報 

・国内外で発生した事故・トラブル情報 

・ニューシア情報のうち「保全品質情報」 

・その他把握できた要検討情報／案件 等 

原子力規制企画課 

(B)規制経験（審査・

検査） 

・審査・検査で得られた知見 

・その他の要検討案件 等 

原子力規制部担当管理官

付＋原子力規制企画課 

(C)諸外国の規制動

向 

① 諸外国の規制制度・活動全般

② 諸外国の規制基準等

① 原子力規制企画課

② 技術基盤グループ

(D)安全研究等 

① 外部会合等の情報・安全研究で明らかになった最

新知見等

・原子力規制委員会が実施している安全研究 

・国際共同研究プロジェクト 

・原子力研究開発機構、量子科学技術研究開発機構 

・学協会その他民間の自主研究活動等 

② 国内外の研究開発情報

技術基盤グループ 

平成２８年第４５回原子力規制委

員会資料３から抜粋し、一部加工 
参考２ 
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情報元 情報の内容 
情報の収集・整理の担

当部署※ 

(E)国際基準等 

IAEA、OECD/NEA等の国際的な諸活動等 

① IAEA基準等の策定・改定に係る会合

② OECD/NEA/CNRA等の規制活動に係る会合等

① 技術基盤グループ

② 技術基盤グループ、

原子力規制部

(F)学会等の情報 
原子力関連、外部事象（地震、津波、火山等）を含め

た幅広い学会情報 等 

技術基盤グループ 

※ 当該情報の収集・整理の担当部署であるが、情報内容等に応じ、関係部署と連携して情報の収集・

整理を行うこととする。なお、ICRP勧告の策定・改訂に係る情報収集・整理については、放射線防

護グループにおいて対応。 

(2) 情報のスクリーニング 

① １次スクリーニング（検討安全情報の抽出；担当原課室）

収集する情報は膨大であるため、情報を収集・整理する各担当原課室において、我が

国の規制に関連する可能性があるために検討を要する情報（以下「検討安全情報」とい

う。）を抽出する。この段階では、原子力施設の安全に関係する可能性がある情報を幅広

く抽出することとし、原子力施設の安全に関係しない情報、当事国又は地域の固有の情

報、施設構成等が異なり我が国では問題とならない情報、我が国では既に対応済みであ

る情報等はスクリーニングアウトする。 

②２次スクリーニング（要対応技術情報の候補の抽出；規制部及び技術基盤グループ） 

規制部及び技術基盤グループにおいて、各担当原課室の 1 次スクリーニングで抽出さ

れた検討安全情報について、更に詳細な分析評価を行い、何らかの規制対応が必要とな

る可能性がある最新知見に関する情報（以下「要対応技術情報」という。）の候補を抽出

するとともに、それらの対応方針案を作成する。 

(3) 規制基準等規制への反映 

①技術情報検討会

原子力規制庁の技術情報検討会において、抽出された要対応技術情報の候補について、

当該情報への当否及び対応方針案について検討する。 

②原子炉安全専門審査会（以下「炉安審」という。）及び核燃料安全専門審査会（以下「燃

安審」という。）

炉安審・燃安審において、技術情報検討会の検討で要対応技術情報に当たるとされた

案件及びその対応方針案について調査・審議し、原子力規制委員会に報告する。 
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③原子力規制委員会

原子力規制委員会は、技術情報検討会及び炉安審・燃安審の検討を経て原子力規制庁

が取りまとめた対応方針案について審議し、必要に応じ、規制基準への反映等を行う。 

２． 定期的な規制基準の見直し 

随時の見直しの対象とならなかった規制基準、表現・編集上の改善、規制基準間の整

合性確保等が必要な事項についても、定期的に整理等を行うことが望ましいと考えられ

る。

このため、原則５年程度の期間毎に、各規制基準の見直しの課題と要否並びに見直す

場合の要点を技術基盤グループにおいて整理し、中長期的な見直し・整理等の方針

案を取りまとめ、見直し計画を策定することとする。

３． 規制に反映する際の考え方 

 最新知見を規制に反映する際は、以下の考え方に留意する。個々の案件の取扱いにつ

いては、原子力規制庁において対応案を作成し、原子力規制委員会が判断する。 

○ 新設・更新する施設又は設備に対して、更なる安全性の向上を図ることができる場合

には、新設・更新する施設又は設備のみに適用することを念頭に対応方針を明確にす

る。

○ 原子力施設の特徴、リスクの程度等に応じて安全要件、対策等を適用するグレーデッ

ドアプローチ（等級別扱い）を適用する。

なお、規制基準のバックフィットの運用は、「新たな規制基準のいわゆるバックフィッ

トの運用に関する基本的考え方」（平成２７年１１月１３日 原子力規制委員会）による。 

 また、見直した規制基準について個々の原子力施設の適合性確認が必要となる場合に

あっては、安全上の重要性及び緊急性を勘案の上、法令に基づく許認可によるほか指導

文書の発出等の適切な方法をとる。 
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規制委員会への報告・審議内容の作成等 

・面談等による内容把握及び関係部署との調整 

・炉安審・燃安審の助言を含む対応方針（案）の作成等 

原子力規制庁 原子力規制委員会 原子炉安全 
専門審査会 
核燃料安全 
専門審査会 

(A) ト ラ ブ ル

情報 

・ 国内外の事

故 ト ラ ブ ル

情報 

・ ニューシア

情報のうち

「保全品質

情報」 

・ その他把握

できた要検

討情報／案

件 等 

・規制への反映 

・JANSI との定例連絡会における情報共有、事業者

への通知、HP 掲載 

・安全研究への反映  等 

調査審議 

・規制庁の

対応方針

（案）に対

する調査

審議及び

助言 

炉安審、燃安審への

指示事項 

① 国内外で発生した

事故・トラブル及び

海外における規制

動向に係る情報の

収集・分析を踏ま

えた対応の要否に

ついて調査審議を

行い、助言も含め

てその結果の報告

を行うこと。

② 原子炉規制委員

会が行う発電用原

子炉設置者の火

山モニタリング結

果に係る評価及び

原子力規制委員

会が策定する原子

炉の停止等に係る

判断の目安につい

て調査審議を行う

こと。（炉安審の

み）

③ 平成２８年 1 月に

受けた IRRS（IAEA

の総合規制評価

サービス）におい

て指摘された事項

に対する原子力規

制委員会の取組

状況の評価や助

言を行うこと。

規制委員会の判断 

・必要な対応の決定 

助言 

報告等 

技術情報検討会 (※) 

・要対応技術情報の確定 

・対応方針（案）の検討・整理 

情報提供者 

(A) 原子力規制企画課 

(B) 原子力規制部担当管理官付+原子力規制企画課 

(C) 原子力規制企画課、技術基盤 G 

(D) 技術基盤 G、原子力規制部 

（E） 技術基盤 G、原子力規制部 

（F） 技術基盤 G 

報告等 

指示 

国内外の事故トラブル情報及び海外の規制動向に係る情報等への対応プロセス 

※ 3 ケ月に 2 回程度の頻度で定期的に開催。緊急・重要案件が生じた場合には臨時に開催 

（案件により召集範囲を縮小するなど変更）。 

(D) 安 全 研

究等 

・ 外 部 会 合

等の情報・

安全研究で

明らかにな

った最新知

見 等 

・ 国 内 外 の

R&D 情報 

スクリーニング及び情報分析・評価等 
・担当部署において、1 次・2 次スクリーニングを実施（要対応技術情報（案）の抽出、
制度等の検討等） 
・安全上の重要性、緊急性、対応手段の可能性、改造に伴うリスク等を総合的に考慮
して分析・評価を行う。 

(B) 規 制 経

験（審査・検

査） 

・ 審査・検査

で得られた

知見 

・ そ の 他 の

要 検 討 案

件 等 

１
．

情
報
収
集

２
．

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

３
．

規
制
へ
の
反
映

(E) 国 際 基

準等

・ IAEA 安全

基準等 

・ OECD/NE

A の規制

活動情報 

等 

（C）諸外国

の 規 制 経

験 

・ 諸外国の

規 制 制

度・全般 

・ 諸外国の

規制基準

等 

別紙 

(F) 学 会 等

の情報 

・ 原子力関

連 、 外 部

事 象 ( 地

震 、 津

波 、 火 山

等)を含め

た幅広い

学会情報 

等 
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